
令和７年７月

経営局 就農・女性課

農業分野における外国人材の受け入れ

外国人材受入
に関する情報は

こちら
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在留外国人数（注１）

外国人労働者数（注２）

総人口に占める在留外国人の割合（注３）

令和２年 新型コロナウイルス感染症の流行

平成２年６月
在留資格の整備

平成20年９月 いわゆるリーマン・ショック 

平成22年７月 
在留資格「技能実習」の創設

在留資格「留学」と「就学」の一本化

平成29年11月
技能実習法の施行

平成31年４月
「特定技能」制度の創設

0.80%

48万6,398人

2.46%

平成24年７月
新しい在留管理制度の導入

令和6年末
376万8,977人

3.04%

230万2,587人
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在留外国人数及び外国人労働者数の推移（R6末） ＜出入国在留管理庁資料＞
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在留資格一覧表 ＜出入国在留管理庁資料＞



4

在留外国人の在留資格・国籍・地域別内訳（R6末） ＜出入国在留管理庁資料＞

在留外国人数（総数） ３７６万８，９７７人

国籍・地域別在留資格別

中国

873,286人

23.2%

ベトナム

634,361人

16.8%

韓国

409,238人

10.9%

フィリピン

341,518

人…

ネパール

233,043人

6.2%

ブラジル

211,907人

5.6%

インドネシア

199,824人

5.3%

ミャンマー

134,574人

3.6%

台湾

70,147人

1.9%

米国

66,111人

1.8%

その他

594,968人

15.8%

永住者

918,116人

24.4%

技能実習

456,595人

12.1 %

技術・人文知

識・国際業務

418,706人

留学

402,134人

10.7 %

家族滞在

305,598

人

特定技能

284,466人

特別永住者

274,023人

定住者

223,411人

5.9 %

日本人の配偶者等

150,896人

4.0 %

特定活動

95,508人
その他

239,524



農業分野の外国人材の受入れの状況

○農業分野で働く技能実習生と特定技能外国人の総数は令和６年12月末時点で約６万１千人。
○特定技能外国人数は令和６年12月末時点で約2万９千人となり、割合も年々増加。
〇令和５年６月に特定技能２号の対象に農業を追加し、農業分野の特定技能２号外国人数は令和６年１２月末時点で１７４人。
○国籍別ではインドネシア、ベトナム、フィリピン、カンボジアの順で多くなっている。

特定技能外国人の国籍別内訳農業分野の技能実習生数及び特定技能外国人数の推移

農業分野の外国人材の受入れの状況（推移、国籍別）
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資料：出入国在留管理庁「職種・作業別 在留資格「技能実習」に係る在留者数」
（令和６年12月末現在）及び
出入国在留管理庁「特定技能在留外国人数」（令和６年12月末現在）
を基に農林水産省で作成

（単位：人）

9,398 

8,558 
2,909 

2,782 

2,418 

1,018 

892 
642 

714 

（単位：人）

インドネシア

（32.0％）

ベトナム

（29.2％）

フィリピン

（9.9％）

カンボジア
（9.5％）

中国,

（8.2％）

タイ,

（3.5％）

ネパール,
（2.2％）

ミャンマー,
（3.0％）

その他

（2.4％）

資料：出入国在留管理庁「特定技能在留外国人数」
（令和６年12月末現在）を基に農林水産省で作成



出典：出入国在留管理庁「特定技能在留外国人数」（令和６年12月末現在）を基に農林水産省で作成

1 北海道 3,103 17 石川 47 33 岡山 312
2 青森 486 18 福井 82 34 広島 320
3 岩手 179 19 山梨 201 35 山口 73
4 宮城 162 20 長野 1,580 36 徳島 414
5 秋田 62 21 岐阜 367 37 香川 497
6 山形 64 22 静岡 662 38 愛媛 303
7 福島 238 23 愛知 1,157 39 高知 592
8 茨城 4,374 24 三重 275 40 福岡 1,023
9 栃木 926 25 滋賀 67 41 佐賀 154

10 群馬 1,381 26 京都 230 42 長崎 671
11 埼玉 479 27 大阪 93 43 熊本 2,141
12 千葉 1,762 28 兵庫 326 44 大分 583
13 東京 96 29 奈良 45 45 宮崎 732
14 神奈川 204 30 和歌山 106 46 鹿児島 1,414
15 新潟 294 31 鳥取 45 47 沖縄 648
16 富山 27 32 島根 68 総 数 29,157

6

農業分野の特定技能１号外国人の在留者数（都道府県別）

※ 未定・不詳（手続中など） ９２を含む
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技能実習制度
（技能実習法）

特定技能制度
(出入国管理及び難民認定法)

在留資格
「技能実習」
➢ 実習目的

「特定技能１号」、「特定技能２号」
➢ 就労目的

在留期間

最長５年
 ※第１号(１年)、第２号(２年)、第３号(２年)
 ※第３号技能実習開始前又は開始後１年以内に、１か月以上
帰国させる必要

特定技能１号 ：通算５年（１年を超えない範囲の在留期間を更新）
特定技能２号 ：上限なし（３年、１年又は６月の在留期間を更新）

  ※在留期間中の帰国可

従事可能な
業務の範囲

・耕種農業のうち
 「施設園芸」「畑作・野菜」「果樹」
 ・畜産農業のうち
 「養豚」「養鶏」「酪農」

 ※農作業以外に、農畜産物を使用した製造・加工の作業  
    の実習も可能

特定技能１号 ： 耕種農業全般（栽培管理、集出荷・選別等）
 特定技能１号 ： 畜産農業全般（飼養管理、集出荷・選別等）
特定技能２号 ：１号で従事可能な業務及び当該管理業務

 ※日本人が通常従事している関連業務（農畜産物の製造・加工、運搬、販売の作業、冬場の除雪
    作業等）に付随的に従事することも可能
※特定技能２号受験資格は以下のとおり。
①耕種農業（畜産農業）の現場において複数の従業員を指導しながら作業に従事し、工程を管理
する者としての２年以上の実務経験
②耕種農業（畜産農業）の現場における３年以上の実務経験

技能水準 ―

特定技能１号 ： 相当程度の知識又は経験を必要とする技能
特定技能２号 ： 熟練した技能

※業所管省庁が定める試験等により確認。ただし、１号は、技能実習（３年）を修了した者は試験を免除。

日本語能力
の水準

―

特定技能１号 ： ある程度日常会話ができ、生活に支障がない程度の能力を有する
                       ことを基本

 ※日本語能力試験（N4以上）及び「日本語教育の参照枠」A２相当以上の水準等。
ただし、技能実習（３年）を修了した者は試験を免除。

外国人材の受入
れ主体
（雇用主）

実習実施者（農業者等）
※農協が受入れ主体となり、組合員から農作業を請け負って 実
習を実施することも可能

・直接雇用（農業者等）
・労働者派遣（派遣事業者の要件を満たし、法務大臣が農林水産大臣と協議し適当と認める者）

在留者数
31,635人
（令和6年１２月末現在 入管庁公表）

29,331人
（令和６年12月末現在 入管庁公表）

農業分野の外国人材の在留資格制度の比較
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在留資格について ＜出入国在留管理庁＞
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特定技能１号のポイント

特定技能２号のポイント

【就労が認められる在留資格の技能水準】

在留期間

技能水準

家族の帯同

支援

１年を超えない範囲内で法務大臣が個々の外国人について
指定する期間ごとの更新（通算で上限５年まで）

試験等で確認（技能実習２号を修了した外国人は試験等免除）

試験（Ｎ４等）で確認（技能実習２号修了者は免除）
※介護、自動車運送業（タクシー・バス）及び鉄道（運輸係員）分野
は別途要件あり

基本的に認めない

受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象

３年、１年又は６か月ごとの更新（更新回数に制限なし）

試験での確認なし（漁業及び外食業分野（Ｎ３）を除く。）

要件を満たせば可能（配偶者、子）

受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象外

試験等で確認

在留期間

技能水準

家族の帯同

支援

日本語能力水準

○ 深刻化する人手不足への対応として、生産性の向上や国内人材の確保のための取組を行ってもなお人材を確保することが
困難な状況にある産業上の分野に限り、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れるため、在留資格「特定
技能１号」及び「特定技能２号」を創設（平成３１年４月から実施）
○ 特定技能１号：特定産業分野に属する相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格

在留者数： ２９３，００８人（令和７年２月末現在、速報値）
○ 特定技能２号：特定産業分野に属する熟練した技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格

在留者数：  １，３５１人（令和７年２月末現在、速報値）
  

専
門
的
・
技
術
的
分
野

非
専
門
的
・

非
技
術
的
分
野

「技能実習」

「技術・人文知識・国際業務」
「技能」
「高度専門職（１号・２号）」
「介護」
「教授」 等

特定技能以外の在留資格 特定技能の在留資格

「特定技能１号」

「特定技能２
号」

特定産業分野：介護、ビルクリーニング、工業製品製造業、建設、造船・舶用工業、自動車整備、航空、宿泊、自動車運送業、鉄道、
農業、漁業、飲食料品製造業、外食業、林業、木材産業
（赤字は特定技能１号・２号でも受入れ可。黒字は特定技能１号のみで受入れ可。）

日本語能力水準

（１６分野）
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